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北海道大学 1998.3

連邦型ネットワークにおける組織間学習

西村友幸

I 序

近年，伝統的な階層組織 (hierarchy)に代

わって，ネットワーク組織 (networkorgani-

zation)が興隆し，それへの注目度が増大して

いる 1)。ネットワーク組織あるいは組織間ネッ

トワークCinterorganizationalnetwork) 2)は，

互いの活動を支援したり補完するために，密接

に協調する複数の独立した組織の集合体であ

る3)。組織間ネットワークにもいくつかの形態

があるが，その中の 1つが連邦型ネットワーク

である。連邦型ネットワークは，独立した諸組

織とそれらを調整するための管理組織とによっ

て構成された組織間ネットワークである。欧州

連合 (EU)の統合4) コンソーシアムを通じ

た共同研究開発5)の増加，持ち株会社解禁など，

連邦型ネットワークへの動きが加速しつつある。

組織間ネットワークが注目されるようになる

と同時に，組織聞の学習が分析されるようになっ

てきた。組織が他組織とのネットワーク化を推

進するにつれ，組織学習 (organizational 

learning)概念は組織間学習Cinterorganiza

1) Miles and Snow (1992) 
2)本稿では，ネットワーク組織と組織間ネットワー
クを同義に用い，以下組織間ネットワークとい

う用語で統一する。

3)大滝他(1997)，pp.179-180. 
4) Handy (1992). 
5) R&Dコンソーシアムは 2社以上の組織が共

同研究開発のために自らの資源をプールする新

しい法的実体であり，限定的目的のために一時

的に提携を形成した組織の集団である。佐々木

(1995)を参照。

tional learning)へ拡張されつつあるヘしか

しながら，連邦型ネットワークを組織間学習の

視点から考察しようとする試みは皆無である。

本稿の目的は，①連邦型ネットワークにおい

ていかなる組織間学習が展開されているか，お

よび②この連邦型ネットワークにおける組織間

学習をいかにマネジメントすべきか，を解明す

ることである。このためにまずE節では連邦型

ネットワークの研究成果を，次いでE節では組

織間学習の研究成果をそれぞれ検討する。 W節

ではこれら独立に展開されてきた連邦型ネット

ワークと組織間学習の研究成果を統合し，連邦

型ネットワークにおける組織間学習を分析する

ための枠組を提示する。 V節ではこの分析枠組

にもとづき，典型的な連邦型ネットワークであ

るショッピングセンターを取り上げ，そこにお

ける組織間学習の実際を詳細に分析する。

E 連邦型ネットワーク

連邦型ネットワークにおける学習を考察する

ためには，連邦型ネットワークと呼ばれる組織

間ネットワークがいかなるものかを明らかにす

る必要がある。

1 組織間ネットワークの類型

ウォーレンは，組織問ネットワークにおける

諸組織の相互作用の相違にもとづき，①単一型

(unitary)，②連邦型(federative)，③連合型

Ccoalitional)，④社会選択 Csocialchoice)の

6)吉田(1991，1994) 
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表1 組織間ネットワークの4類型と相互作用の特性

組織問ネットワークの類型

単一型 連邦型 連合型 社会選択

全体目標に対する全体目標達成のたユヱットは分裂しユニットは分裂し全体目標はない

ユニットの関係 めに組織化された目標をもつが， た目標をもつが，

たユニット 全体目標のために全体目標のために

公式組織がある 非公式の協創があ

る

全体的意思決定の全体構造のトップ全体構造のトップ公式の全体構造がユニット内

所在 にあるが，ユニッなく，ユニット問

トの批准が制約との相互作用の内に

なる ある

権限の所在 全体構浩の階層の主としてユニット完全にユニットの完全にユニットの

トップ のレベル レベル レベル

分業の構造的規定 全体組織内に分業自律的に構造化さ自律的に構造化さ全体の文脈内には

のために構造化されたユニット; れたユニット; 公式に構造化され

れたユニット 自身の構造に影響場当たり的な分業た分業はない

する分業に同意すには同意するが，

る リストラクチャリ

ングは行わない

リーダーシップ・ 高いコミットメン適度なコミットメユニットのリーダユヱツトのリーダ

サブシステムへのトの規範 ントの規範 ーだけに対するコーだけに対するコ

コミットメント ミットメント ミットメント

ユニットの定型化高い 適度 低い ほとんどない

された集団志向

(出所)Warren(1967)，p.406を一部修正。
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4つの類型を提示している 7) (表1)。

相互作用は，①全体目標に対するユニットの

関係，②全体的意思決定の所在，③権限の所在，

④分業の構造的規定，⑤リーダーシップ・サブ

システムへのコミットメント，⑥ユニットの定

型化された集団志向，の 6つの次元で把握さ

れベ組織間ネットワークの強度Cintensity)

として集約される 9)。ミラー他によると，強度

は組織間ネットワークにおける組織の関与の強

さと公式性のレベルを示し，ワイクが提示して

いる「結合J(coupling)同概念に類似してい
る1九

7) Warren (1967)， pp.403-408. 

8) Ibid. 
9) Miller et al. (1995)， p. 682 

この 4類型のうち，管理組織が組織聞の調整

を媒介するより強度の高い組織間ネットワーク

が連邦型である。一方，管理組織を創出せず，

調整が各組織の直接交渉に委ねられた組織間ネッ

トワークが連合型である。

2 連邦型ネットワーク

連邦型ネットワークは，独立した諸組織と中

枢の管理組織によって構成される組織間ネット

10) Weick (1979). 

11) Mil1er et al.，op.cit.， p.683. 
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ワークである。連邦型ネットワークへの加入組

織 Caffiliates)は，一部の意思決定を連邦管

理組織(federationmanagement organiza-

tion，以下FMOと略記)に譲渡する。加入組

織は，少なくとも FMOが管理している事項に

ついては，連邦型ネットワーク全体の利益のた

めに活動しなければならないが，それ以外の事

項については自律性を保持している。他方，

FMOはすべての加入組織のために活動しなけ

ればならないへ

それでは，なぜFMOが創出され連邦型ネッ

トワークが形成されるのであろうか。 FMOは，

諸組織を調整し媒介する組織であり，調整機関

Cc∞O∞ordinatin昭1屯ga勾ge叩nc句y)1悶ベ3
gam沼za抗tion心1)凶あるいは委託組織 Creferent0町r-

gam沼za叫tiおonω1)15由〉などと呼ばれることもある。リ

トワック&ヒルトンによれば，調整機関は，①

調整されるべき独立組織の数が中程度である，

②組織聞の相互依存が適度なレベルにある，③

相互依存が高度に知覚されている，④諸組織の

活動が適度に標準化されている，場合に発展す

る16)。また， フェファー&サランシクによれば，

互いにつながりClinkage)を発展させようと

する組織が数多くある場合，組織聞の相互依存

を促進し管理するために，集権的構造が展開さ

れる九これらの議論を要約すると，連邦型ネッ

トワークの形成要因は，組織の数と組織聞の相

互依存であると考えられる。

プロヴァンは連邦型ネットワークに関する包

括的な研究を最初に試みた。彼によれば，連邦

型ネットワークが形成される条件として組織の

数と相互依存以外に，①加入組織の目標と，連

邦型ネットワークのマネジメントの役割との矛

盾，および②連邦型ネットワークを形成すべき

12) Provan (1983)， p.82. 
13) Litwak and Hylton (1962). 
14) Evan (1966)， Metcalfe (1976) 
15) Trist (1983) 

16) Litwak and Hylton，op.cit. 
17) Pfeffer and Salancik (1978)， p.175. 

であるという外圧の 2つがあるヘ独立した加

入組織が①の矛盾を知覚し， FMOを形成する

場合，連邦型ネットワークは自発型 Cvolun-

tary)と呼ばれる。第三者がFMOを形成し，

加入を予定している組織に連邦型ネットワーク

への参加を義務づ、ける場合，その連邦型ネット

ワークは強制型 Cmandated) と呼ばれる。自

発型連邦は， さらに参加型 Cparticipatory)

と独立型Cindependent)に分けられる1九

プロヴァンの連邦型ネットワークに関する分

析叫は，フェファーやサランシクによって体系

化された資源依存モデルにもとづいた記述的な

ものである。一方，ハンディは連邦型ネットワー

クをより規範的な立場で分析している。彼によ

れば，組織は多様性と目的の共有化，ローカル

とグローパルといったパラドックスに直面して

いるため，連邦型ネットワークへの道を歩みは

じめる。そして，連邦型ネットワークが遵守す

べき 5つの原則として，①サフ。シデ、イアリティー，

②多元主義，③慣習法，④三権分立，⑤加入組

織と連邦型ネットワーク全体の 2つへの帰属意

識，を提示しているヘ彼の分析は，組織が環

境の不確実性に対応するには，伝統的な組織形

態では限界があり，したがって連邦型ネットワー

クへの移行を主張するものである。こうした主

張は，今日の多国籍企業を一組織ではなく連邦

型ネットワークとして把握するゴーシャル&パー

18) Provan，op.cit.， p.81. 
19) Ibid.， pp.82-85 
20) Provan (1983， 1984). 
21) Handy，op.cit.， pp.64-68.なお，サブシデイ
アリティー (subsidiarity)は，欧州連合条
約(マーストリヒト条約)で使用された言葉で

あり，補完性という訳語が当てられる。それは，
欧州連合 (EU)と加盟国の聞の権限の配分の

原理であり，規模や効果を考えて，加盟国が個
別に行ったのではうまくいかない事柄だけをE

Uレベルが担当するという意味をもっ。白井

(1995)を参照。なお， Handyはサブシディ
アリティーとは逆権限委譲 (reversed巴l巴ga-
tion)のことであると述べている。
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トレットの分析朗とも軌をーにしている。

以上の分析より，連邦型ネットワークの特徴

は次のとおりである。

(1)連邦型ネットワークは，複数の加入組織

とFMOによって構成された組織間ネット

ワークである。 FMOの存在は，連邦型ネッ

トワークを連合型ネットワークから区別し

ている。

(2) FMOは，加入組織の多様性とネットワー
ク全体の目標の共有化の 2つを同時に達成

しようとする。

(3 )企業とは異なり，連邦型ネットワークに

おいては，加入組織がプリンシパル(依頼

者)であり， FMOがエージェント(代理

者)である。

3 連邦型ネットワークの3つの活動レベル

連邦型ネットワークにおいては，加入組織が

自らの専門能力を活用した活動を行い，それ以

外の事項をFMOに委譲する。他方， FMOの
主な役割は，加入組織聞の相互依存を調整する

ことである。さらに，他の組織や組織間ネット

ワークと相互に作用し合うこともFMOの役割
としては重要である。

このような連邦型ネットワークの活動は，①

戦略的レベル，②管理的レベル，③業務的レベ

ルの3つのレベルで分析可能である(表2)。

表2 連邦型ネットワークの3つの活動レベル

活動のレベル

戦略的

活動内容の例示

- 連邦の方向性の決定

・外部に対する働きかけ
・種々 のプロジェクト
・潜在的な加入組織の探索
• FMOと加入組織の聞の権限配分

管理的 1. コンフリクトの解決
・ルールの制定・改正

業務的 |・ 業務の執行

22) Ghoshal and Bartlett (1990). 

①の戦略的レベルの、活動は，連邦型ネットワー

クがいかに外部環境に適応するかに関わってい

る。活動の具体的な内容は，連邦型ネットワー

クの方向性の決定，外部に対する働きかけ，種々

のプロジェクト，潜在的な加入組織の探索であ

る。このレベルの活動の決定は，部分的無知の

下で非反復的に行われる田)。戦略レベルの活動

はもっぱらFMOが行うが，その際加入組織の

意向も考慮される。

②の管理的レベルの活動は， FMOと加入組

織の聞の権限配分，コンフリクトの解決，ルー

ルの制定や改正に関わっている。 FMOと加入

組織の聞の権限配分に関する原理がサブシディ

アリティーであり，連邦型ネットワークでは主

権は加入組織にある刊。この権限の配分は，

FMOによる戦略的レベルの活動範囲を規定す

る。コンフリクトはFMOと加入組織の間だけ

でなく，加入組織の聞にも生じうる。加入組織

聞のコンフリクトは当事者間の交渉によって解

決される場合もあるが， FMOを仲介して解決
されることもある。

③の業務的レベルの活動は，業務の執行であ

る。このレベルの、活動については，加入組織が

もっぱら権限を有している。ただしこの権限は，

FMOから加入組織へ委譲されたものではなく，

加入組織が本来もっている権限である。したがっ

て， FMOの業務的レベルの活動への影響力は，

単一企業内における本社の支社等に対する影響

力よりも低いと考えられる。

一般に，戦略的レベルから管理的レベ、ル，業

務的レベルへと移るにつれて， FMOの関与や

影響の総量は減少する。逆に，業務的レベルか

ら管理的レベル，戦略的レベルへと移るにつれ

て，加入組織の関与や影響の総量は減少する。

23) Ansoff (1965). 
24) Fleisher (1991)， Handy，op.cit.， pp.64-65. 
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班組織間学習

組織がネットワーク化を進めるにつれ，従来

の組織学習理論は組織間学習理論へと拡張され

つつある。本節では，まず、組織学習について簡

単に検討した後，その拡張である組織間学習に

ついて考察する。

l 組織学習

あらゆる組織は，意識するとしないとに関わ

らず学習する。この命題は，長年にわたって多

くの研究者によって確認されてきた。組織が少

人数のメンバーと最小限の組織構造しか有して

いない場合には，組織学習は個人学習とほぼ同

義である叫しかし，組織学習は個人学習の単

なる累積ではない。「組織は頭脳をもっていな

いが，認知システムや記憶をもっている。個人

が時間とともにパーソナリティーや習慣，信念

を発達させるのと同様に，組織は世界観や理念

を発達させる。構成員が集合・離散し， リーダー

が交替しでも，時間の経過とともに，組織の記

憶は行動，メンタル・マップ，規範や価値観を

蓄積していく附」。

組織学習は.r組織が，現在所有しそれによっ
てさまざまな組織活動の内容と結果の良否を照

合している価値基準(theory -in -use)の妥当性

を吟味し，それが妥当性を失っている場合には，

新しいものに置き換えるプロセス27lJ. あるい

は「組織が，自ら変革をっくりだす必要性を発

見し，よりいっそうの成功を収めるであろうと

自ら信ずる変革に着手しうる能力を獲得し，そ

れを成長させるプロセス冊」と定義される。

このような組織学習は，組織の実践の中で発

生し，作業と分かちがたく結ひ。ついている組織

行動である制。例えば，ダフト&ワイクによれ

25) Kim (1993)， p.40. 
26)日巴dberg(1981)， p.6 
27) Argyris and 8chδn (1978)， p.19. 

28) Duncan and Weiss (1979)， p.78. 
29) Brown and Duguid (1991) 

ば，組織学習は環境の精査，解釈，行為の連鎖

である却)。またネビス他は，組織学習のプロセ

スが，①知識の獲得，②知識の共有，③知識の

活用の3段階からなると述べているω。この点

は，組織学習の拡張である組織間学習について

も当てはまる。

2 組織間学習

組織理論の分析単位が単一の組織から組織間

ネットワークへと移行するにつれて，組織の学

習から組織閣の学習へと研究は拡張された。組

織間学習は.r組織間関係紛という場での知識
の移転・吸収，および知識の創造田lJと定義さ

れる。

組織間学習の研究は，近年の戦略提携の拡大

とともに発展してきた刊。戦略提携は 2つ以

上の企業が結び、ついて個別企業ではできないこ

とを行うことであり，ジョイント・ベンチャー

のような資本関係をともなうものと，技術提携，

販売提携，共同生産のように資本関係をともな

わないものがあり，非常に多岐にわたるお)。組

織間学習の視点から分析の対象とされることが

多い戦略提携は，ジョイント・ベンチャー(以

下JVと略記)である。パダラッコは. JVを

学習の機会ととらえ，組織は他組織との JVを

30) Daft and Weick (1984)， p.286. 

31) Nevis et al. (1995)， pp.74-75 
32)組織間関係Cinterorganizationalrelation】
ship)は，諸組織の聞の何らかのつながり
(リンケージ)である(Oliver，1990， p.241)。
この組織間関係に対するアプローチには次の3
つがある。第1のアプローチは，一対の組織聞
の関係(ダイアド関係)を分析するものである。
第2のアプローチは，焦点組織とその他の組織
との多様なダイアド関係を記述するものであり，

Evan，op.cit の組織セット・モデルに代表さ
れる。第3のアプローチは，諸組織のネットワー
ク全体を分析の対象とする。本稿における組織
間学習の分析は，この第3のアプローチにまで
視野を広げたものである。
33)吉田(1994)，p.162. 

34) Levinson and Asahi (1995). 
35)山倉(1993)，p.217. 
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通じて他組織のもつ技能や能力を学習するだけ のから学習するか。

ではなく，他組織と結び、ついて，新たな能力を

創造していくプロセスであると述べている冊。

したがって， JVに代表される戦略提携は，組

織間学習の視点から 2つのタイプに分けられる。

1つは，戦略提携に参加する個々の組織が，他

の参加組織に埋め込まれた知識 (embedded

knowledge)を獲得するタイプである。もう l

つは，参加組織が保有する知識を相互に結合し

組織間全体で新たな知識を創造するタイプであ

る。野中は，前者を相互補完 (complement

arity)型，後者を共同創造 (jointcreation) 

型の戦略提携と呼んでいるヘ

戦略提携の理論とならんで，組織間学習を分

析する理論がポピュレーション・エコロジ一回

である。マイナー&ホウンズチャイルドは，ポ

ピュレーション(個体群)内の組織行為の本質

が体系的に変化する現象を，ポピュレーション・

レベルの学習 (populationlevel learning) と

呼んでいる。ポピュレーション・レベルの学習

は，①個々の組織が他組織の経験をさまざまな

かたちで利用するタイプと，②ポピュレーショ

ン自体が集合的経験を構築するタイプとに分け

られる。また，彼らは学習が必ずしも意図的な

ものとは限らず，偶然の (serendipitous)学

習の可能性も存在すると述べているヘ

本稿では，組織間学習のタイプを以下の基準

にもとづいて析出する。

(1)学習の主体はいかなる組織か(組織間ネッ

トワークの中の一組織か，それとも組織間

ネットワーク全体か)。

(2)学習主体が単一組織である場合，当該組

織は組織間ネットワークの中の他組織から

学習するか，それとも学習対象となる他組

織を特定せず，組織間ネットワークそのも

36) Badaracco (1991). 
37)野中(1991)，p.6. 
38)ポピュレーション・エコロジーについては，

Hannan and Freeman (1977)を参照。
39) Miner and Haunschild (1995). 

これら 2つの基準のうち， (2)について詳述

する。組織は，自らの経験によって学習するだ

けでなく，他組織の経験からも学習する叫。組

織間ネットワークは，他組織との協働や取引を

通じて，移転が困難な他組織に埋め込まれた知

識を取り込む機会を組織に与えるヘ一方，組

織間ネットワークは個々の組織の総和を超えた

全体性をっくりだす。ある組織にとって，他組

織は環境の構成要素である。さらに，組織間ネッ

トワークは全体として，より広範な環境に直面

している。組織間ネットワークとその外部の相

互作用に注目するとベ諸組織の結びつきは組

織間ネットワークに内在化されたものになる。

内在化された環境は， コンテキストと呼ばれ

る冊。組織間ネットワークにおいて，個々の組

織は他組織から学習するだけでなく，ネットワー

ク自体に内在化された環境すなわちコンテキス

トから学習する。

したがって，組織間ネットワークにおいて生

じる学習は，次の3種類からなる。

(a)組織間ネットワーク全体による学習

(b)個々の組織による他組織からの学習

( c)個々の組織によるコンテキストからの学

習

このうち(a)の組織間ネットワーク全体によ

る学習は，組織間ネットワークが個々の組織へ

の分割が不可能な問題について学習することを

意味する。したがって， この学習のプロセスは，

必然、的に対話や集団的問題解決といった組織間

コミュニケーションをともなう。 (b)の個々の

組織による他組織からの学習は，個別組織が他

組織の知識を吸収するという意味で，学習の内

容は個々の組織の中で完結するものである。こ

の点で(a)と(b)の学習は異なる。しかし(b)

40) Levitt and March (1988). 
41) Badaracco，op.cit. 
42) K白rwood(1995) 
43) Emery and Trist (1965). 
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の場合，知識の送り手(学習の対象となる他組

織)と受け手(学習の主体となる組織)が存在

し，両者の聞にコミュニケーションが成立して

いる。コミュニケーションが成立し，組織が相

互に結びつこうとする点で， (a)と(b)は共通

している。そこで， (a)の組織間ネットワーク

全体による学習と(b)の個々の組織による他組

織からの学習の両方をまとめて，熟慮的学習

(deliberate learning)と呼ぶ。

( c)の個々の組織によるコンテキストからの

学習は，熟慮的学習と異なり，組織間ネットワー

クに内在化された環境であるコンテキストから

各組織が学習することを指す。以下では，これ

をコンテキスト学習 (contextuallearning)と

呼ぶ。組織間学習の研究において，従来こうし

たコンテキスト学習は，熟慮的学習ほど注意が

払われてこなかった。しかし，コンテキスト学

習は組織間ネットワークの生成と展開のプロセ

スで生ずる重要な組織間学習の 1つで、ある。

W 連邦型ネットワークにおける組織間学習の

分析枠組

本稿では，組織間ネットワークの lつである

連邦型ネットワークにおける組織間学習を分析

するための枠組を，図lのように提示する。

この枠組では，横軸にE節で検討した熟慮的

学習とコンテキスト学習をとる。一方，縦軸に

はE節で検討した活動のレベ、ルに対応する組織

間学習のレベルとして，戦略的レベル，管理的

レベル，業務的レベルの3つをとる。この横軸

と縦軸より 5つの組織間学習のタイプが導出さ

れる。以下，これら 5つのタイプについて検討

を力日える。

第1のタイプである「移植J(grafting)は，

加入組織による熟慮的な業務的レベルの組織間

学習である。移植は，加入組織が連邦型ネット

ワーク内の他組織から知識を獲得，活用するこ

とである。この移植は， これまでの多くの組織

間学習の研究が焦点を合わせてきた学習のタイ

図1 連邦型ネットワークにおける

学習のレベル

戦略的

管理的

業務的

組織間学習の分析枠組

巨日 B
~ 
巳日巨日
コンテキスト学習 熟慮的学習

プであるヘ加入組織による移植は，学習の源

泉によって， a他の加入組織を源泉とする接触
(contact) と② FMOを源泉とする散布

(broadcast)に細分化される冊。①の接触は，

他の加入組織とのコミュニケーションや，その

行動の観察を通じて，加入組織が他組織の知識

を吸収し，自らの業務に反映させることである。

②の散布は， FMOからの助言によって，加入

組織が業務的レベルの知識を内部化することで

ある。その際， FMOの助言は抽象的なもので

はなく，加入組織が吸収できる程度に具体化さ

れていなければならない。

第2のタイプである「適応J(adaptation) 
払加入組織による業務的レベルの学習である。

ただし，適応は上述の移植とは異なり，学習の

対象が具体的な他組織ではなく，連邦型ネット

ワークのコンテキストである。適応においては，

加入組織は連邦型ネットワークがっくりだすコ

ンテキストを洞察し，行為を変化させる。

第3のタイプである「構造化J(structur 

ing)は，連邦型ネットワークにおける管理的

レベルの組織間学習である。連邦型ネットワー

クが存続・成長するためには，内部の管理的レ

44)例えば， Levitt and March，op.cit.， Bad-
aracco，op.cit.， Miner and Haunschild， op. 
c!t. 
45) Miner and Haunschild，op.cit.， pp.139-146. 
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ベルに関する学習が不可欠である。構造化は，

図1が示すように熟慮的学習とコンテキスト学

習の双方の要素を含んでいる。連主阻ネットワー

クにおいては，全体に関わる決定は加入組織の

批准を必要とするへそのため，構造化の学習

主体は連邦型ネットワーク全体であるが，同時

に個別の組織や非公式のネットワーク仰の場合

もある。

第4のタイプの「協創J(collaboration)は，

加入組織と FMOが共同で戦略レベルの学習を

行うことである。上述のとおり，全体に関わる

決定は加入組織の批准を必要とするため，戦略

的レベルの学習も連邦型ネットワークを構成す

る組織のすべてを巻き込む場合が多い。戦略は

外部環境に対するシステムの整合 (co-

alignment)である冊。したがって，協創は連

邦型ネットワーク内部のマネジメントに焦点を

合わせた構造化と異なり，学習の焦点を外部環

境に合わせている。

第5のタイプの「集約J(concentration)は，

FMOが加入組織からの制約を受けずに行う戦
略的レベ、ルの学習である。 FMOは，連邦型ネッ

トワークがっくりだすコンテキストから戦略的

レベルの知識を創造し，権限の範囲内でその知

識を活用する。権限は構造化の学習を通じて加

入組織から委譲されたものである。

V ショッピングセンターの事例研究

本節では，最も典型的な連邦型ネットワーク

であるショッピングセンターペsC)を取り上
げ，前節で提示した分析枠組にもとづ、いて，そ

の形成期，成長期，成熟期における組織間学習

を検討する。

46) Warren，op.cit.， p.405. 
47) Ring and Van de Ven (1994)によれば，組
織間ネットワークの場合にも，単一組織の場合
と同様に，公式関係と非公式関係が共存するよ
うになる。

48) Thompson (1967). 

scは， Iディベロッパーのもとに計画され
た小売業，飲食業，サービス業等の集団施設を

いう。その運営については統一的管理のもとに

共同活動を行うことにより，ワンストップ・ショッ

ピングの機能をはたすものでなくてはならない。

加えて単に購買だけでなく，買物以上のさまざ

まな機能を組み合わせた，いわゆるコミュニティ

施設として，都市機能の一端を担うことも必要

である」と定義されている冊。

この定義からも明らかなように， s cはディ
ベロッパーおよび複数のテナントからなる連邦

型ネットワークである。ディベロッパー叫が

FMOに該当し，テナントが加入組織に該当す

る。

分析対象となった 2つのscの概略は次のと
おりである。

Aショッピングセンターは，北海道を代表す

る百貨屈の子会社がディベロッパーで， 1996年

に札幌市北区の地下鉄ターミナル駅の真上にオー

プンした。庖舗面積は約6，400n:f，核テナント

の食品スーパーの他 8つの小売屈が出屈して

いる。 Aショッピングセンターは， 1977年にオー

プンした総合スーパーに近接しており，周辺に

は商庖街が立ち並んでいる。このように， Aショッ

ピングセンターの立地は札幌市内でも有数の商

業集積である。

もう 1つのBショッピングセンターは，都市

銀行の関連会社である不動産会社がディベロッ

ノfーで， 1972年にオープンした。札幌市南区の

地下鉄ターミナル駅から200mほどの距離にあ

り，住宅団地の中央に位置している。この住宅

団地は，札幌オリンピック冬季大会の選手村と

して建設され，札幌市内でもきわめて大きな団

地の 1つである。 Bの!古舗面積は約5，700n:f， 

核テナントは食品スーパーで，その他に23の小

売屈が出屈している。

49)日本ショッピングセンター協会の定義による。

50)ただし，オープン後にディベロッパーが別の主
体へsc運営を委譲する場合もある。
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本事例研究では， s cの形成期と成長期に関
してはAショッピングセンター，成熟期に関し

てはBショッピングセンターのデータがそれぞ

れ分析される。

1 形成期

scでは，テナントに先立つてディベロッパー
が存在している。 scの形成期は，ディベロッ
ノfーがscの建設を行政機関に申請し，テナン
トを選定し，オープンにたどり着くまでの期間

を指す。 Aショッピングセンターの場合は，次

のとおりであった。

まずディベロッパーが，立地や面積，建物の

形状，コンセプトなどを計画し， 1994年に通産

局へ大規模小売テナント法にもとづく出居申請

書を提出した。 Aのテーィベロッパーのマネジャー

は，当時の様子を以下のように語っている。

「実は，コンセプトらしいコンセプトははっき

りとしていませんでした。ただ， f也のscに見ら
れる効率志向にアンチテーゼを投げかけたという

ことはいえます。第lのアンチテーゼは立地です。

ローコスト・オベレーションに反するようですが，

あえて郊外ではなく地下鉄駅の上を選定しました。

また，現在のscはオープン・モールが主流です
が，私たちはエンクローズドにしました叫。第 2の

アンチテーゼは，総体としてディスカウンターで

はないことです。現在，カテゴリー・キラー闘を集

めたパワーセンターの開発が相次いでいますが，

私たちは日本でパワーセンターは成功しないと考

えました」。

ディベロッパーは，出屈申請の 1ヶ月ほど前

に，北海道内のある有力百貨屈の全額出資で設

立された。この百貨屈は， 1993年にある大規模

51)モール (mall)はテナントの聞を結ぶ歩道で

ある。モールが屋外にある場合をオープン，屋

内にある場合をエンクローズドと呼ぶ。

52)カテゴリーキラーは 1つの商品分野(カテゴ
リー)にターゲットを絞り，その分野で豊富な

品揃えと低価格を訴求する大型専門庖である。

流通経済研究所編著(1994)を参照。

なscにテナントとして出屈したが， 1995年に
売上不振で撤退した経緯をもっている。 Aのディ

ベロッパーのマネジャーは，売上不振の原因を，

①そのscは観光客を対象としていたが，それ
では成功しそうにないという意見が社内にあり，

近隣の顧客も対象にしたため，どっちつかずの

まま参入した，②そのscは全体としてコンセ
プトがはっきりせず， しかも庖舗面積のわりに

は敷地が広すぎ，どこに何があるかわからない

状況だった，と分析している。

創設されたディベロッパーは，親会社である

百貨店の経験や，業界の情報と新たに獲得した

知識とを結合し，これから開発しようとするS

Cの方向性を定めた。以上説明した組織間学習

は， FMOが加入組織からの制約を受けずに行

う戦略的レベルの学習であり，集約に相当する。

ディベロッパーは，コンセプトの創出につづ

き，テナントの選定に着手している。テナント

との交渉開始から，契約を締結するまでに好余

曲折があり約1年を要した。 Aショッピングセ

ンターのディベロッノfーのマネジャーは， この

間の経緯を次のように語っている。

「テナントの属する業種や使用面積によって，

契約内容はもちろん異なります。ただし，契約に

最も影響を及ぼすのは，ディベロッパーとテナン

トの聞の力関係です。どうしても出j苫してほしい

テナントに対しては甘くなりますし，同じ業種で

いくつも出庖希望があり，その中から選択すると

なれば，ディベロッパー側に有利な契約にするこ

とができます。また， Aショッピングセンターの

中に，業種はまったく異なりますが，親会社と子

会社の関係にある 2つのテナントがあります。契

約内容も異なるし，交渉担当窓口も異なるのです

が，親子関係にあるため，契約内容をお互いに知っ

ているのです。テナント同土の情報の共有は，ディ

ベロッパーとしては非常に扱いづらい」。

連邦型ネットワークにおいては，加入組織の

重要性や加入組織間のつながりが， FMOに対

する加入組織のパワーを増加させる日)。出居交

渉のプロセスは，ディベロッパーとテナントの
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聞のパワー関係を顕在化させる。このタイプの

組織間学習は構造化である。連邦型ネットワー

クにおける加入組織と FMOの間のパワーに関

する知識が獲得され，波及し，制度化される。

sc形成の途上では，テナント同士の相互作
用の頻度は低い。そのかわり，ディベロッパー

とテナントの聞の放射型コミュニケーション叫

が活発である。放射型コミュニケーションの中

心に位置するディベロッパーは，コンセプトを

具体化するために，各テナントの営業に対する

助言を行う。例えば，予想される商圏の特性，

必要な品揃え，内装，屈長の役割等である。ディ

ベロッパーからテナントへ散布団)される知識は，

業務的レベルに関わるものである。すなわち，

移植の組織間学習が生じる。

ただし，テナントがディベロッパーの知識を

内部化する場合には，知識の障壁 Cknowledge-

barrier)闘が存在し，移植は必ずしも効率的に

なされない。 Aショッピングセンターのディベ

ロッノfーのマネジャーによると，テナントはそ

れぞれチェーン組織に属しており，チェーン組

織は独自の営業政策をもっているため，テナン

トに対してディベロッパーが口出しすることは

むずかしいという。しかし，テナントは，それ

が属するチェーン組織の論理と両立可能なディ

ベロッパーの助言は受け入れるであろう。例え

ば.Aショッピングセンターに出屈したドラッ

グストアは，若年層の顧客を引き込みたいディ

ベロッパーの意向を受けて，バラエティーショッ

プに近い庖舗形態を採用した。このように，形

成期のscでは，集約から，構造化，さらに移
植へと組織間学習が連続的に移行する。

2 成長期

成長期のscでは，形成期とは異なったパター

53) Provan (1984)， Ghoshal and Bartlett， 
op.cLt. 
54) Evan，op.cit 
55) Miner and Haunschild，op.cit.， pp.143-146. 
56) Att巴well(1992). 

ンで学習が展開される。成長期は，オープン後

scが軌道に乗り， しだいに集客や売上を増加
させていく時期である。 scのオープン後につ
いて.Aショッピングセンターのディベロッノfー

のマネジャーは次のように述べている。

「テナントが出庖する以前に，やるべき仕事は

ある程度終わらせてしまいます。ですから，実際

に運営が始まってからは，それほど大きな問題は

生じてこないのです。開発の中でーとおりの調整

がなされます。それがまさにディベロッパーの機

能そのものです」。

このように成長期のscでは，ディベロッパー
よりもむしろテナントに学習の中心が移行する

と考えられる。

テナントはscのオープンの段階で2種類の
知識をもっている。第1は，同じチェーン組織

に属し，他のscで操業するテナントの経験か
ら得た知識である。この知識を新たにオープン

したscのテナントへ移転するには，人材のロー
テーションが有効である。 Aショッピングセン

ターの核テナントである食品スーパーの庖長は，

すでに他のscへ出屈していた同じチェーン組
織の庖長であった。もちろん，単独の当該庖舗

がはじめての経験であるテナントには，このこ

とは当てはまらない。第2は. s cの形成期に
テナントがディベロッパーから移植した知識で

ある。

scのオープン後，テナントは上記の知識に
もとづいて設定した仮説を日々の活動の中で検

証していく。この仮説検証は，テナントがsc
のコンテキストから業務的レベルの学習を行う

適応に該当する。

このテナントによる適応学習にとって重要な

ことは，テナントの従業員をある程度の期間に

わたって固定化することである。 Aショッピン

グセンターの核テナントである食品スーパーの

庖長は. I生鮮品も調味料も，売場には連結性

があります。居員は，自分が担当する売場だけ

でなく，他の売場でどのようなものが売れてい

るか，それはなぜかを知っていなければなりま
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せん。もちろん， こうした情報は庖長一人の頭

の中にあるだけではいけません。居員すべてが

情報を共有しなくてはなりません。これにはあ

る程度時間がかかりますね」と述べている。 S

Cでは，ディベロッパーが庖長や従業員の在任

期聞を定めることはできないが，適応学習のた

めにはテナントが自発的に従業員を固定化し，

テナントの従業員聞の知識の共有を図る必要が

ある。

適応学習を通じて， s cにおける業務的レベ
ルの不確実性は削減される。他方，形成期には

予期されなかった管理的レベルの問題が，テナ

ント側から提起される。例えばAショッピング

センターでは，①万引きした顧客に対処する権

限と責任の所在の明確化，②売出しの際の共有

スペースの利用の希望，③撤退したテナントと

同種のテナントによる出屈に対する希望，がディ

ベロッパーに提出されている。こうした意見や

要望は，①すべてのテナントの庖長とディベロッ

ノfーとによる定例あるいは臨時の会議，②テナ

ントが属するチェーン組織の担当窓口からの直

接連絡，③sc内を回るディベロッパーのマネ
ジャーとテナントの庖長との話し合い，等の中

で示される。

こうして提出された予期せぬ問題は，ディベ

ロッパーとテナントの間で意識的に解決され，

新しい規程や契約を生む。こうした管理的レベ

ルの組織間学習は，熟慮的な構造化である。

他方，成長期のscではコンテキスト型の構
造化学習も生起する。上述のように，各テナン

トが従業員をある程度固定化する場合には，当

初は少なかったテナント聞のコミュニケーショ

ンが多くなる。テナントの非公式グループは，

公式関係を補完する役割を果たし，管理的レベ

ルのコンテキスト学習を活発化させる。

上述の食品スーパーの庖長によれば， I当初

は流動的であったお客がしだいに固定化してく

る」のが成長期のscの特徴である。 scがさ
らに成長するためには，新規の顧客を獲得する

必要がある。そこで，構造化の学習につづ‘いて

協創学習が行われる。例えば，ディベロッパー

とテナン卜双方が参加する流通先進国の視察や

経営コンサルティングを受けること等である。

sc全体が高成長を遂げている場合には，テ
ナントはあえて協創する必要性を認識しない。

一方，成長が停滞しはじめると，テナント聞の

意思統ーが困難になり，協創は失敗する。ディ

ベロッパーは，構造化の学習からテナントの動

向を見極め，協創のタイミングを誤らないよう

にすべきである。以上のように，成長期のsc
では，適応から構造化，さらに協創へと組織間

学習が連続的に移行する。

3 成熟期

成熟期のscでは，形成期および成長期とは
異なった組織間学習が展開される。

Aショッピングセンターのディベロッノfーの

マネジャーは， Iディベロッパーとテナントと

の信頼の維持には，個人的なつながりが非常に

重要であると思います。ディベロッパーの窓口

は私ですから，定例の会議に限らず，テナント

を回ったときには会話をしたり，近況を聞きな

がらまめに情報交換することが秘訣でしょう。

とはいっても小売業ですから，最後は売上だけ

です。各テナントにとって，自分の持ち場で与

えられた売上を達成することが，ディベロッパー

から信頼を獲得する最大の要因になります。一

方ディベロッパーにとって，各テナントの売上

を集計したとき，各テナントにあらかじめ説明

した全体の集客・売上を達成していることが，

テナントから信頼を獲得する最大の要因です。

最後は，ディベロッパーもテナントも，各々の

売上をきちんと達成していることが最大の信頼

になります」と述べている。

近年，組織間ネットワークを統治するメカニ

ズムとしての信頼 (trust) の重要性が指摘さ

れるようになったへ成熟期に入って売上が鈍

57) Powell (1990)， Ring and Van de Ven，op. 

C!t. 
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図2 ショッピングセンターの形成期，成長期，成熟期における組織間学習

形成期 成長期 成熱期

巨~ 1 ~ ~J 111 • ~ 1汐I ~ fI~ I 
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田弘田|白日

化してくると，ディベロッパーとテナントの聞

の信頼は損なわれやすい。

Bショッピングセンターのディベロッノfーの

マネジャーは， rs c全体の売上はほとんど伸
びていません。この近くに新しいscを開発で
きる土地は見当たりませんので，今の売上が急

激に落ちることはないと思います。しかし，わ

れわれのscがさらに成長する見込みもほとん
どありません」と述べている。このマネジャー

は成熟という言葉を使ってはいないが， Bショッ

ピングセンターは聴取調査の時点(1996年9月)

でオープンから24年が経過しており，成熟期に

あると考えられる。

Bショッピングセンターの核テナントである

食品スーパーは， 1994年に肉，魚の生鮮ディス

カウントストアを導入した。この点についてB

のマネジャーに質問してみると， r施設そのも
のを改築したわけではありませんので，ディベ

ロッパーとこのテナントの聞に別段協議があっ

たわけでもないし，ましてや私たちが指導した

わけでもありません。良く言えば，テナントに

は自由にやってもらっているのです」と答えて

いる。

これまでの連邦型ネットワークのライフサイ

クル・モデルによれば，成熟期の連邦型ネット

ワークでは加入組織がFMOに対する依存度を

強め，集権化が進む回)。しかし上記の発言は，

実際はライフサイクル・モデルとは異なってい

ることを示している。テナントはデ‘ィベロッパー

のコントロールから独立して業務的レベ、ルの適

応学習を行う。一方，ディベロッパーはテナン

トから独立して戦略的レベルの集約学習に終始

する。業務的レベルと戦略的レベルの中間に位

置する管理的レベルの構造化学習は，信頼の欠

如によってテナントとディベロッパーの間ある

いはテナント聞のコミュニケーションが少なく

なるためにほとんど行われない。コミュニケー

ションの不足は同時に，熟慮的な組織間学習で

ある移植および協創の成立を困難にする。

このように成熟期のscでは，ディベロッパー
への集権化がより進展するというよりも，ディ

ベロッパーとテナントがそれぞれの独自性を強

め，他方に対する牽制が働かなくなる。したがっ

て成熟期のscでは，適応と集約の 2つの組織
間学習が同時併存的に展開される。

図2は以上で検討してきた 3期の組織間学習

を示している。この図にも示されているように，

各期は固有の組織間学習のパターンを示してい

る。すなわち形成期と成長期には 3つの学習

の連続的移行が見られ，他方成熟期には 2つ

の学習の同時併存が見られる。

なおscの事例研究では，連邦型ネットワー

58) D'Aunno and Zuckerman (1987)， p.543. 
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クの形成期，成長期，成熟期における組織間学

習の分析にとどまっている。加入組織による適

応とFMOによる集約に終始する成熟期の組織

間学習が継続される場合には，連安陣ネットワー

クの成果はしだいに低下し，破綻は不可避であ

ろう。したがって，連邦型ネットワークにおい

ても脱成熟化の努力は不可欠である。

連邦型ネットワークを含む組織間ネットワー

クの脱成熟化を考察した唯一の研究としては，

グレイの研究がある。彼女によれば，一度確立

された組織間ネットワークを変革する手段とし

ては，①組織間ネットワーク内外の組織によっ

て，従来とは異なった結合を形成する，②組織

間ネットワークへの資源のインプットを拡張あ

るいは縮小する，③現行業務を破壊する，④競

合形態を導入する，⑤新たな言語の使用，歴史

の書き換えによって，古くなった神話を破壊し，

より有効な神話に書き換える，ことである日)。

scの場合には例えば，新規のテナントの導入
が考えられる。テナントの構成を組み替えるこ

とは，組織間学習の観点から2つの意義をもっ。

第lに，新規のテナントの加入によって，既存

のテナントは移植学習を行う機会を得る。第2

に，新規のテナントの加入は， s cのコンテキ
ストを変化させ，ディベロッパーと既存のテナ

ントの双方のコンテキスト学習を活性化させる。

VI 結び

本稿では，近年しだいに重要性を増しつつあ

る連邦型ネットワークにおける組織間学習を考

察した。まず，連邦型ネットワークにおいて展

開される活動を3つのレベルに区分するととも

に，組織間学習にはコンテキスト学習と熟慮的

学習の 2つが存在することを明らかにした。こ

れらの考察をもとに，連邦型ネットワークにお

ける組織間学習の分析枠組を提示し，わが国の

2つのscを事例として取り上げ，形成期，成

59) Gray (1990)， pp.130-132. 

長期，成熟期における組織間学習の実態を分析

した。分析の結果 5つのタイプの組織間学習

の連続的移行と同時併存を明らかにした。

従来，組織間学習の理論はジョイント・ベン

チャーを対象として展開されることが多かった。

このため，研究成果の適用範囲は限定されてい

た。本稿では， このような研究の限界を克服す

るために，組織間ネットワークの中でも連邦型

ネットワークに焦点を合わせ組織間学習を分析

した。分析枠組は，連邦型ネットワークにおけ

る組織間学習を加入組織， FMOおよび全体の

視点から複合的に把握することを可能にした。

この分析枠組は，さらに単一組織にも適用可

能であろう。カンパニー制への移行，階層の削

減，情報技術の革新といった要因が，組織の分

権化を促進し，連邦型ネットワークに近似した

組織構造への変化をもたらしつつある。 FMO

を本社，加入組織を部門とすれば，本研究の組

織間学習の理論は組織学習の理論を一層進展さ

せると考えられる。

連邦型ネットワークにおける組織間学習にお

いては今後，下記の課題について理解を深める

必要がある。

第1の課題は，組織間学習が，連邦型ネット

ワークのFMO，加入組織，およびそれら全体

の成果に及ぼす影響を分析することである。そ

のためには，各組織の成果を定義し，操作化す

る必要がある。

第2の課題は， s c以外の連邦型ネットワー
ク(例えば，加入組織と FMOの成員が重複し

ている商白街や，民間金融機関が強制的に加入

している預金保険制度等)について，本稿で提

示した分析枠組にもとづくより詳細な実証研究

が試みられるべきである。
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